
平成17年5月期 決算短信（非連結）  
平成17年7月13日

会社名 大黒天物産株式会社 上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ

コード番号 2791 本社所在都道府県 岡山県

(URL　http://www.e-dkt.co.jp)

代表者 役職名 代表取締役社長

 氏名 大　賀　昭　司

問い合わせ先 責任者役職名 取締役経営企画室長

 氏名　 川　田　知　博 ＴＥＬ　　（０８６）４３５－１１００

決算取締役会開催日 平成17年7月13日 中間配当制度の有無　　有

配当支払開始予定日 平成17年8月26日 定時株主総会開催日 平成17年8月25日

単元株制度採用の有無　有(１単元　100株)

１．平成17年5月期の業績（平成16年6月1日～平成17年5月31日）
(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年5月期 29,246 (37.5) 1,856 (25.1) 1,832 (26.4)

16年5月期 21,265 (43.9) 1,483 (53.3) 1,449 (52.0)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年5月期 973 (27.3) 139 10 136 06 20.0 21.5 6.3

16年5月期 764 (51.2) 127 39 123 86 30.4 25.7 6.8

（注）①持分法投資損益 17年5月期 ―百万円 16年5月期 ―百万円
②期中平均株式数 17年5月期 7,001,418株 16年5月期 6,003,934株
③会計処理の方法の変更 無
④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年5月期 20 00 0 00 20 00 142 14.4 2.3

16年5月期 10 00 0 00 10 10 66 7.9 1.8

（注）17年5月期期末配当金の内訳は、記念配当10円、普通配当10円であります。

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年5月期 9,902 6,104 61.6 854 68

16年5月期 7,169 3,620 50.5 542 01

（注）①期末発行済株式数 17年5月期 7,142,500株 16年5月期 6,680,000株
②期末自己株式数 17年5月期 ―株 16年5月期 ―株

(4）キャッシュ・フローの状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

17年5月期 1,461 △1,786 1,212 3,673

16年5月期 1,552 △1,288 1,347 2,785

２．平成18年5月期の業績予想（平成17年6月1日～平成18年5月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 18,408 995 525 0 00 　― 　―

通　期 41,600 2,335 1,240 　― 10 00 10 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　173円61銭
※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
なお、上記予想に関する事項は添付資料の9ページを参照して下さい。
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１．企業集団の状況

　当社の企業集団は、当社及び子会社１社で構成されております。当社は、一般食品、生鮮食品及び日用雑貨等の小売

を行っている24時間営業のショッピングセンター型のディスカウントストア（ＤＳ）「ラ・ムー」ならびにフリースタ

ンディングのＤＳ「ディオ」、生鮮食品及び一般食品を中心に取扱う小商圏対応型の小売店舗「生鮮市場ハッピィ」、

菓子、飲料及び乾麺等を取扱う小売店舗「おかしいちば」を展開しております。

　一方、卸、小売業者への食品の卸売を行っており、卸売業の特徴を生かしたメーカー、一次卸問屋からの一品大量仕

入、独自の仕入ルートの構築により「エブリデイ・ロープライス」を実現しております。さらに、当社ではお客様にご

満足いただける品質・価格を追求したプライベートブランド商品「Ｄ－ＰＲＩＣＥ（ディープライス）」の開発・販売

を行うことでお客様の支持獲得に努めております。

　当社の主力店「ディオ」・「ラ・ムー」につきましては、平成12年以降出店の店舗は、お客様にご来店いただきやす

いよう、100台以上駐車可能な敷地を有し、一目で店内を見渡せる大フロア、開放感のある天井、明るい照明、大型カー

トが利用可能な通路の店舗づくりを行っております。

　子会社である有限会社ディープライスは、当社のプライベートブランド商品の商標等の管理を行っております。

　当社及び子会社の当該事業に係る位置付け及び事業系統図は次のとおりであります。

 
一 般 顧 客 

当        社 

卸売・小売業者 

子会社 
有限会社ディープライス 

商品の販売 商品の販売 

事務の代行 商標の管理 

メーカー・一次問屋 

商品の仕入 
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２．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

 当社は「自分を変え、会社を変え、社会を変える」という経営理念のもと、５つの経営方針を掲げております。

 すなわち「作業割当の定着」、「徹底した環境整備」、「商品欠品ゼロ・廃棄ゼロ」、「独自色の発見・強化」、

 「ローコスト経営の確立」であり、この基本方針の基に常に変革し続けることで、「エブリデイ・ロープライス」

 を実現し、商圏地域の物価を引き下げ、お客様の相対的所得を向上させていただくことで、地域消費者の皆様に貢

 献したいと考えております。

(2）会社の利益配分に関する基本方針

　当社は、株主に対する利益還元と株主資本利益率の向上を経営の最重要課題の一つとして位置付けております。

　利益配分につきましては安定的かつ継続的な配当を実施することを基本とし、業績の状況を勘案し、利益還元を

  行う方針であります。

　内部留保資金につきましては、経営体質の強化とコスト競争力の向上を図るとともに、積極的な店舗拡大戦略に

  おける出店資金として活用していく方針であります。

　この方針に基づき、当期におきましては、一株につき普通配当10円に加え創立20周年の記念配当10円を予定して

  おります。

(3）投資単位の引下げに関する考え方および方針

　当社は、株式の流動性が向上することにより、より多くの投資家各位に投資していただく環境を整備することを

  重要な課題と認識しております。

  現在、当社の１単元の株式数は100株であり、投資単位も50万円を下回っておりますが、今後とも市場環境や業績

  動向を考慮し、投資単位の引下げを検討してまいります。

　現段階におきましては、その具体的な時期、方法等は未定であります。

(4）目標とする経営指標

　目標とする経営指標といたしましては、「エブリデイ・ロープライス」によるお客様への利益還元、株主の皆様へ

  の利益配分を両立するため、売上高経常利益率6.5％の維持を目標に掲げています。「ローコスト経営」の推進に

  より圧縮される販売費及び一般管理費については、売上総利益の圧縮（さらなるロープライス）によるお客様へ

  の利益還元とし、株主の皆様へは業容の拡大に伴う利益額の拡大で利益配分の拡大を行ってまいりたいと考えて

  おります。

(5）中長期的な会社の経営戦略

　当社は、岡山県南部を中心に店舗展開してまいりましたが、出店地域のお客様に貢献するため、新たな出店地域

　を開拓し、今後は新規出店を関西地区、四国地区、山陰地区などへ拡大してまいります。

　したがいまして出店地域の拡大に伴う競合激化、価格競争に耐えうる体質作りとして、「５つの経営方針」を、よ

　り具現化し、「エブリデイ・ロープライス」実現のための「ローコスト経営」の確立及び出店加速による企業規模

　を早急に拡大し、高品質、低価格商品をお客様に提供し地域社会に貢献したいと考えております。

(6）会社の対処すべき課題

　当社は経営の基本方針に則り、中長期的な経営戦略を具現化するため下記の内容を重点課題として取組んでまいり

　ます。

①　店舗の増加、出店地域の拡大及び「ローコスト経営」の確立に対応するため、店舗オペレーションの標準化,

　　単純化、統一化の早期実践

②　広域店舗の「ローコストオペレーション」に対応する物流センターの整備ならびに物流システムの再構築

③　出店ペースの加速、出店エリアの拡大、高収益店舗の確保に対応するため、開発部門の機動力強化

④　店舗集客力の強化、卸売部門の営業強化に対応するため、ＰＢ商品「Ｄ－ＰＲＩＣＥ（ディープライス）」

　　の販売比率の拡大

⑤　顧客サービス向上の一環として、社員教育・能力開発の強化による人的資産効率向上への取組

⑥　店舗オペレーション支援に対応するため、本部組織の強化及び情報システムの改善
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(7）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

当社は、経営の効率性、透明性を向上させ、株主の立場に立って企業価値を最大化する事をコーポレート・ガバ

ナンスの基本的な方針、目的としています。

それと共に経営方針に対する進捗状況や実績をできるだけ早く開示する事で、経営責任を明確にし、コーポレー

ト・ガバナンスの充実を図ってまいります。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

ａ.会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況

①会社の機関の内容

・取締役会は、取締役4名で構成し、毎月１回の定例取締役会で法令に定められた事項及び経営に関する重要　

　付議事項を迅速に審議、決定するとともに、業務執行の監督を行っております。

　尚、取締役のうち社外取締役に該当する者はおりません。

・当社は監査役制度を採用しております。監査役会は、社外監査役２名を含む３名で構成されております。

　各監査役は監査方針および監査計画に基づき、取締役会及び重要な会議に出席し、取締役等から重要事項の

　報告を受けるとともに、業務執行状況を監視し、監査法人との連携を通じて、その実効性を高める事に努め

　ております。

・その他に取締役会への報告事項および審議事項について各事業部門により十分な審議、議論を実施するた

　めの合議体として「経営会議」を設置し、毎月１回開催し、経営上の重要事項および業績の進捗状況等につ

　いて討議し、迅速な経営判断ができるように運営しております。　

②内部統制システムおよびリスク管理体制の状況

・内部統制の有効性及び実際の業務執行状況につき、監査室が全部門を対象に業務監査を実施しており監査結

　果は、経営トップに報告しております。被監査部門に対しては、監査結果の報告に対して、改善事項の指摘

　を行い、改善報告及び改善の進捗状況を再監査する事により、実効性の高い監査体制を構築しております。

・リスク管理体制の強化については、当社は食品小売業という業態に鑑み、店舗の環境整備及び食品の鮮度管

　理、産地・原料・添加物表示、販売期限、トレサビリティー等の品質全般に係る事項について、継続的に

　監視を実施しております。具体的には、商品部、店舗改革部による徹底した店舗巡回指導、監査室による通

　常監査、抜打監査により、リスク・コンプライアンス体制強化に努めております。

・弁護士、監査法人等その他第三者の関与状況につきましては、監査法人は当社と独立の立場から、会計監査を

　実施しております。また、当社は社外の弁護士と顧問契約を締結し、重要な法務的課題及びコンプライアンス

　にかかる事象について相談し、必要な検討を実施しております。

③内部監査および監査役監査、会計監査の状況

・内部監査は監査室が監査方針および内部監査計画に基づき、業務全般にわたり定期的な内部監査を実施して

　おります。監査結果は代表取締役社長に直接報告し、被監査部門に対して監査結果を踏まえて改善指示を行

　い、被監査部門よりの改善報告を検証し、業務の適正な運営・社内諸規程との整合性を監査するとともに、

　全社部門の業務改善の推進に努めております。

・監査役監査は、監査役会が、監査役監査規程に基づき、法令・定款に従い監査方針を定めると共に、各監査役

　の監査結果に基づき監査報告書を作成しております。監査役は取締役会および重要な会議に出席し、取締役等

　から業務執行状況の報告を受けるとともに、重要な決裁書類等の閲覧を通じ取締役会の意思決定の過程及び取

　締役の業務執行について監督し、監査しております。

・監査法人による監査結果について、監査役は報告を受け、相互に意見交換を行っております。

・業務を遂行した公認会計士の氏名、所属する監査法人および継続監査年数は次の通りです。

監査法人　トーマツ

　指定社員　業務執行社員　　梶浦　和人

　指定社員　業務執行社員　　川合　弘泰

　　（注）継続監査年数については、全員7年以内であります。

監査補助者の構成

　公認会計士　　　２名　

　会計士補　　　　５名
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④役員報酬及び監査報酬の内容

・第19期（自平成16年6月1日　至平成17年5月31日）における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び監

　査法人に対する監査報酬は次の通りです。

　　　取締役の年間報酬総額　　　4名　　　 95百万円

　　　監査役の年間報酬総額　　　3名　　　　6百万円

　　　　（注）報酬支給額は、株主総会の決議による報酬額の範囲内であります。　　　　　

　　　監査報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　　14百万円

　　　　上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　　　　　　　   2百万円　

当社のコーポレート・ガバナンス体制は次の通りです。

 

顧問弁護士 

株     主     総     会 

取締役会 

（４名） 

経営会議 

各部門・ 

店舗 

指示 報告 業務監査 監査室 

助言 

選任 報告 

業務監査 
監査役会(３名) 

-社外監査役２名- 

選任 報告 

指示 報告 

監査法人 会計監査 

選任 報告 

報告 
報告 

報告 

ｂ.会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

・当社には社外取締役はおりません。

・当社と社外監査役2名の人的・資本的・取引等の関係はありません。

ｃ.会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

・取締役会（取締役４名、監査役３名で構成）を経営の基本方針及び経営の重要事項決定並びに業務執行状況

　の監視・監督を行う機関として毎月１回開催しております。

・「経営会議」を毎月１回開催し、経営上の重要事項および業績の進捗状況等について討議し、迅速な経営判

　断ができるように運営しております。

・経営状況開示の迅速化を図るため、毎月の営業状況をインターネットで当社ホームページ上で開示しております。

・監査室に、業務執行に係るホットラインを開設し、全従業員の問題提起に関して、迅速に対応する体勢を構

　築いたしました。
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(8）親会社等に関する事項 

親会社をはじめとする資本上位会社がないため、該当事項はありません。

(9）内部管理体制の整備・運用状況

（ａ）内部牽制組織、組織上の業務部門及び管理部門の配置状況、社内規程の整備状況その他内部管理体制整備の

　　　状況

・当社は、牽制機能として管理部門と店舗及び各事業部門との相互牽制機能の有効性を保持するため、組織規

　程、職務権限規程、稟議規程、インサイダー取引管理規程、個人情報保護規程等の業務管理に係る社内規程

　の見直しを適宜実施するとともに、それに基づき監査室が、規程との準処性、整合性について監査しており

　ます。

 ・会社情報の適時開示について、管理部門ならびに経営企画室が連携し、正確かつ公正な会社情報の開示を適

　切に行えるよう社内体制の充実に努めております。また、監査役、監査法人、顧問弁護士等とも協議し、会

　社情報の適時適切な開示がなされるよう、連携体制を整えております。

（ｂ）内部管理体制の充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

・コンプライアンス体制の強化を図るために、「ｃ.会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの

　最近１年間における実施状況」に記載のごとく、監査室に、業務執行に係るホットラインを開設し、全従業

　員の問題提起に関して、迅速に対応する体勢を構築しております。

・平成17年4月1日より施行された個人情報保護法に基づき、平成17年4月より、個人情報保護規程を施行してお

　ります。

（10）その他、会社の経営上の重要な事項

・該当事項はありません。
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３．経営成績及び財政状態

(1）経営成績

平成16年５月期 平成17年５月期 前年同期比

売上高　　（百万円） 21,265 29,246 37.5％

営業利益　（百万円） 1,483 1,856 25.1％

経常利益　（百万円） 1,449 1,832 26.4％

当期純利益（百万円） 764 973 27.3％

店舗数　　（店） 17 21 ―

新規出店数（店） 4 5 ―

　当期は、設備投資及び企業収益の増加に加え、雇用環境も幾分改善基調となるなど、緩やかではありますが景気回

  復に向けて動き出しました。一方、原油・鋼材価格の高騰、近隣諸国との政治・経済問題等の不安要因も増加し、

  企業の経営活動に少なからず影響を与えました。

　小売業界におきましては、幾分の個人所得の改善が見られるものの、記録的な猛暑、地震、台風、年末の天候不順

  等の相次ぐ自然災害、また社会保障・年金負担の増加、減税措置の一部撤廃等により、消費動向の本格的回復には

  いたっていないと思われ、依然として厳しい状況が継続しております。特に食品小売業業界は、自然災害による農

  産物の価格高騰、米国産牛肉の輸入問題等、消費者に多大の影響を与える諸問題が発生いたしました。

　このような状況の中で、当社は、「地域の皆様の消費生活に貢献する」と言う出店方針に則り、新たな地域への

　出店に積極的に取り組んでまいりました。

　当期は、平成16年6月に岡山県井原市に「ディオ井原店」、同年9月に兵庫県姫路市に「ラ・ムー姫路南店」、同年

  10月に岡山県吉備郡真備町に「ディオ真備店」、平成17年3月に兵庫県明石市に「ディオ明石店」、同年4月に兵庫

  県神戸市灘区に「ラ・ムー神戸灘店」の５店舗を出店いたしました。平成16年12月に「プラスパ庭瀬店」を閉店  

  し、平成17年５月末現在で、「メガディスカウントランド　ラ・ムー」４店舗（24時間営業）、「スーパーディス

  カウントストア　ディオ」14店舗（うち12店舗が24時間営業）、「生鮮市場ハッピィ」２店舗、「おかしいちば」

  １店舗の計21店舗となりました。

　また、出店地域の拡大に伴う競合激化、価格競争に耐えうる体質作りと、ローコスト経営の確立を目指し、業務改

  革を図ってまいりました。物流の効率化を図るために、平成16年8月には一般食品及び青果物商品を一括して取扱

  う物流センターを設置いたしました。また店舗オペレーションの標準化、単純化、統一化を目指して平成17年5月

  から「ストアー・オペレーション・スケジュール」（ＳＯＳ）システムを導入し、業務の標準化、効率化を進めて

  まいりました。

　これらの結果、当期の売上高は292億4千6百万円（前年同期比37.5％増）、経常利益は18億3千2百万円（前年同期

  比26.4％増）、当期純利益は9億7千3百万円（前年同期比27.3％増）の増収増益となりました。

(2）財政状態

平成16年５月期 平成17年５月期 増減

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 1,552 1,461 △90

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円） △1,288 △1,786 △498

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円） 1,347 1,212 △134

現金及び現金同等物の増減額　　　（百万円） 1,611 887 △723

現金及び現金同等物の期末残高　　（百万円） 2,785 3,673 887

　当期における現金及び現金同等物は、前期より８億８千７百万円増加し、３６億７千３百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況及び要因は次のとおりです。

（営業活動におけるキャッシュ・フロー）
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営業活動により得られた資金は、前年同期に比べ９千万円減少し、１４億６千１百万円となりました。これは主に、

たな卸資産が２億４千８百万円増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により支出した資金は、前年同期に比べ４億９千８百万円増加し、１７億８千６百万円となりました。

これは主に新規出店に伴う有形固定資産の取得１３億９千２百万円及び土地の賃貸借に係る保証金の差入れ２億６

千４百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により得られた資金は、１２億１千２百万円（前年同期に得られた資金１３億４千７百万円）となりま

した。これは借入金の返済２億８千万円、配当金の支払い６千６百万円がありましたが、公募増資及びストックオ

プションにより株式発行による収入が１５億６千万円あったことによるものであります。

キャッシュ・フロー指標

平成15年5月期 平成16年5月期 平成17年5月期

自己資本比率（％） 35.0 50.5 61.6

時価ベースの自己資本比率（％） ― 401.4 253.9

債務償還年数（年） 0.9 0.6 0.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 70.4 134.7 178.9

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュフロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）：営業キャッシュフロー／利払い

1.株式時価総額は、期末株価×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

2.有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債の内、利子を支払っている全ての負債を対象と

　しております。

3.営業キャッシュフローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュフローを使用

　しております。

4.利払いは、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

5.平成15年5月期は該当株価がありませんので、時価ベースの自己資本比率は記載しておりません。

（平成15年12月16日付けで日本証券協会に店頭売買有価証券として新規登録した為、それ以前の株価

　については該当なし）

(3）事業等のリスク

1.出店政策について

当社の出店形態は、賃借もしくは事業用定期借地権方式により設備投資額を極力抑えた出店戦略を基本とし、店

舗形態は、ディオ店舗に加え、ラ・ムー店舗での出店を中心に計画しております。ラ・ムー店舗は、ショッピン

グセンター型店舗形態であり、ディオ店舗と比べ設備投資額が増加するのに加え、ショッピングセンター内の各

テナントの経営成績及び出退店によって、当社の業績が影響を受ける場合があります。出店については、充分な

情報収集及び慎重な意思決定に基づき決定しておりますが、出店場所が確保できない場合、当社の経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。出店地域については、現在は岡山県が中心となっておりますが、関西・四国・山

陰地区等、これまで当社が出店を行っていなかった地域へも進出致しております。また、何らかの事情により、

今後の出店に伴う物流、資金調達、人員の確保が計画通り行えない場合及び当社の特徴である「エブリデイ・ロー

プライス」を実現するための仕入（メーカー、一次卸問屋からの一品大量仕入、卸売業として構築した独自の仕

入ルートによる仕入等）が円滑に行えない場合には、当社の経営成績が影響を受ける可能性があります。

2.24時間営業について

当社は、平成17年5月31日現在、全21店舗のうち16店舗で24時間営業を行っております。今後の出店は24時間営業

店舗を中心に行っていく方針でありますが、出店に際し地元住民等との調整等により、24時間営業が実施できな

くなる可能性があります。顧客にとっての24時間営業のメリットとしては、休業日や閉店時間を気にせず、いつ

でも来店できることがあります。また、他のコンビニエンスストア等深夜営業の小売事業者よりも、当社商品は、

生鮮食品などの食料品の品揃えが豊富であり、価格が安いことが挙げられます。当社にとってのメリットとして

は、深夜時間帯にも営業を行うことによる売上高の増加、投資回転率が上昇、店舗への商品搬入・陳列が24時間

行えることによる効率的な人員配置等があります。

－ 8 －



デメリットとしては、夜間の環境問題への対応として、騒音対策等の対応が必要となるのに加え、防犯対策の重

要性から、機械警備に加え、深夜の警備員による巡回警備や常駐警備などの経費が発生いたします。したがって、

これら24時間営業特有の投資や経費の発生にもかかわらず、売上高が計画通りに計上できない場合には、当社の

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

3.出店に関する法的規制について

平成17年5月31日現在において、全21店舗中12店舗が「大規模小売店舗立地法」の規制を受けて出店しております。

「大規模小売店舗立地法」の主な届出事項及び調整事項は、①新設備、店舗面積の合計、②駐車場、駐輪場、荷

捌き施設、廃棄物等保管施設の位置及び数量、③開・閉店時刻、駐車場利用可能時間帯、出入口数及び位置、荷

捌き可能時間帯、④駐車場の充足その他による大型店周辺の地域住民の利便性、⑤交通渋滞、駐車、駐輪、交通

安全の問題及び騒音の発生、廃棄物、町並み作りへの配慮であります。

当社といたしましては、今後の1,000㎡超の新規出店並びに既存店舗の増改築の際、「大規模小売店舗立地法」の

規制を受ける場合がありますが、官公庁及び地域住民の方々との調整を図りつつ、店舗展開を行っていく方針で

あります。なお、平成17年6月開店の「ラ・ムー坂出店」、同年7月開店予定の「ディオ福山南店」、同年8月開店

予定の「ディオ宇品店」、同年10月開店予定の「ラ・ムー鳥取店」、同年11月開店予定の「ラ・ムー安来店」、

平成18年1月開店予定の「ラ・ムー此花店」、同年2月開店予定の「ラ・ムー花田店」につきましては、既に届出

を済ませております。

4.食品衛生管理について

当社は、小売業として「食品衛生法」の規制を受けております。当社では衛生管理、鮮度管理、温度管理等を行

うことにより、食中毒等の発生防止に取り組んでおります。

過去において、当社で処理された食材及び惣菜を原因とする食中毒等が発生したことはありませんが、当社の衛

生管理のための施策にもかかわらず、食中毒等が将来発生する可能性は否定できず、食中毒等が発生した場合に

は、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、食品関連事業者の責務として、食品の安全性の確

保について一義的な責任を有することを認識し、必要な措置を適切に講じることを求めた「食品安全基本法」が、

平成15年５月16日に成立しており、同法令に基づき、今後行政指導等が強化されていく可能性があります。 

(3）次期の見通し

中間予想 前年同期比 通期予想 前年同期比

売上高　　（百万円） 18,408 143.4％ 41,600 142.2％

経常利益　（百万円） 995 129.2％ 2,335 127.4％

当期純利益（百万円） 525 128.9％ 1,240 127.3％

　通期の見通しにつきましては、日本経済の環境は、雇用、賃金の改善に伴い個人消費に明るさが出始めておりま

　す。一方、原油・鋼材価格の高騰、近隣諸国との政治・経済問題等の不安要因も増加し、企業の経営活動に少なか

　らず影響を及ぼす事と思われます。このような状況の中、小売業におきましては、外資参入及び企業間の競争激化

　等により優勝劣敗の構図が顕著に進んでいくものと思われます。

　このような状況のなか、当社は引続き、地域の皆様の消費生活に貢献するため、新たな地域への出店に積極的に取

　り組んでまいります。

　新規出店につきましては、平成17年6月に四国地区１号店として「ラ・ムー坂出店」（香川県坂出市）を出店いた

　しました。今後の出店予定は、平成17年7月に「ディオ福山南店」（広島県福山市）、同年8月に「ディオ宇品店」

　（広島市南区）、同年10月に「ラ・ムー鳥取店」（鳥取県鳥取市）、同年11月に「ラ・ムー安来店」（島根県安

　来市）、平成18年1月に「ラ・ムー此花店」（大阪市此花区）、同年2月に「ラ・ムー花田店」（兵庫県姫路市）、

　同年3月に「ラ・ムー松山中央店」（愛媛県松山市）、及び「ラ・ムー店」3店舗の出店を計画しております。

　次期の出店計画により総店舗数は「メガディスカウントランド　ラ・ムー」13店舗（24時間営業）、「スーパーデ

　ィスカウントストア　ディオ」16店舗（うち13店舗が24時間営業）、「生鮮市場ハッピィ」２店舗、「おかしいち

　ば」１店舗の計32店舗の予定であります。

　商品開発に付きましては、今後はより一層の低価格販売を実現するため、原材料調達ルートの開発や新たなメーカ

　ーの開拓を推進するとともに、呼称についても「Ｄ－ＰＲＩＣＥ（ディープライス）」として現在の２倍以上のア

　イテムのＰＢ商品の開発・展開を計画しております。

　また出店地域の広域化に伴い競合激化、価格競争に耐えうる体質作りとして
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①　店舗の増加、出店地域の拡大及び「ローコスト経営」の確立に対応するため、店舗オペレーションの標準化,

　　単純化、統一化の早期実践

②　広域店舗の「ローコストオペレーション」に対応する物流センターの整備ならびに物流システムの再構築

③　出店ペースの加速、出店エリアの拡大、高収益店舗の確保に対応するため、開発部門の機動力強化

④　店舗集客力の強化、卸売部門の営業強化に対応するため、ＰＢ商品「Ｄ－ＰＲＩＣＥ（ディープライス）」

　　の販売比率の拡大

⑤　顧客サービス向上の一環として、社員教育・能力開発の強化による人的資産効率向上への取組

⑥　店舗オペレーション支援に対応するため、本部組織の強化及び情報システムの改善

　これらにより、「ローコスト経営」の確立に努めてまいります。

　以上の施策により、通期の見通しにつきましては、売上高は 416億円（前期比 42.2 ％増）、経常利益は23億3千

  5百万円（前期比 27.4％増）、当期純利益は12億4千万円（前期比 27.3％増）を見込んでおります。

　尚、平成17年7月12日に発表いたしました、当社並びに株式会社ワッツとの合弁会社が、当社業績に及ぼす影響は

　軽微であります。

 

４．時価発行公募増資等に係る資金使途計画

　　及び資金充当実績 
平成16年7月12日開催取締役会決議に基く、平成16年8月4日を払込期日とした公募増資（調達資金15億1千2百万円）及び

平成16年8月31日を払込期日とした第三者割当増資（調達資金1千9百万円）の資金使途計画及び資金充当実績は概略以下

のとおりです。 

（1）資金使途計画

平成16年7月12日提出の「新株式発行並びに株式売出届出目論見書」記載のとおり、全額店舗設備投資に充当すること

としております。

 （2）資金充当実績

平成16年7月12日開催取締役会決議に基く、平成16年8月4日を払込期日とした公募増資及び平成16年8月31日を払込期

日とした第三者割当増資並びに平成14年12月9日開催臨時株主総会決議により発行した新株予約権の内、当期中の新株

予約権権利行使による108,000株の新株式の発行の資金使途計画については、概ね計画どおり進行中であります。
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５．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成16年５月31日）

当事業年度
（平成17年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金  3,064,397 3,954,786 890,389

２．売掛金 21,969 7,782 △14,187

３．商品 488,429 736,680 248,251

４．貯蔵品 4,643 4,498 △144

５．前払費用 63,485 114,613 51,128

６．繰延税金資産 80,463 71,008 △9,455

７．未収入金 56,674 86,977 30,302

８．預け金 149,777 180,575 30,797

９．その他 9,977 53,071 43,093

10．貸倒引当金 △58 △74 △16

流動資産合計 3,939,760 55.0 5,209,919 52.6 1,270,159

Ⅱ　固定資産  

(1）有形固定資産  

１．建物 ※１ 1,771,420 2,928,301  

減価償却累計額 232,621 1,538,799 511,360 2,416,940 878,140

２．構築物 258,096 440,256  

減価償却累計額 50,733 207,362 105,084 335,172 127,809

３．機械及び装置 650 650  

減価償却累計額 617 32 617 32 －

４．車両運搬具 23,591 19,846  

減価償却累計額 19,989 3,601 17,122 2,724 △876

５．工具器具備品 70,632 91,978  

減価償却累計額 30,363 40,269 42,562 49,416 9,146

６．土地 ※１ 589,960 595,407 5,446

７．建設仮勘定 121,330 113,460 △7,870

有形固定資産合計 2,501,356 34.9 3,513,153 35.5 1,011,797
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前事業年度
（平成16年５月31日）

当事業年度
（平成17年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

(2）無形固定資産  

１．ソフトウェア 7,066 18,684 11,617

２．電話加入権 3,325 3,497 171

３．水道施設利用権 9,369 14,338 4,968

４．その他 1,794 1,664 △130

無形固定資産合計 21,556 0.3 38,184 0.4 16,627

(3）投資その他の資産  

１．投資有価証券 15,327 17,449 2,121

２．出資金 177 288 111

３．関係会社出資金 3,000 3,000 －

４．長期貸付金 160,256 260,111 99,855

５．長期前払費用 95,757 111,089 15,331

６．繰延税金資産 50,852 105,284 54,431

７．差入保証金 381,712 644,179 262,467

８．貸倒引当金 △105 △179 △74

投資その他の資産合計 706,979 9.8 1,141,225 11.5 434,245

固定資産合計 3,229,892 45.0 4,692,562 47.4 1,462,670

資産合計 7,169,652 100.0 9,902,482 100.0 2,732,829

 

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金 1,684,936 2,087,187 402,250

２．１年内返済予定長期借
入金

 282,639 260,341 △22,298

３．未払金 135,594 159,804 24,210

４．未払消費税等 34,577 49,937 15,360

５．未払費用 76,931 90,557 13,626

６．未払法人税等 517,654 531,154 13,500

７．預り金 128,615 149,710 21,094

８．前受収益 443 443 －

９．賞与引当金 48,509 46,954 △1,555

10．その他 21 9,449 9,428

流動負債合計 2,909,923 40.6 3,385,541 34.2 475,617
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前事業年度
（平成16年５月31日）

当事業年度
（平成17年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅱ　固定負債  

１．長期借入金  597,669 337,327 △260,341

２．その他 41,424 75,090 33,666

固定負債合計 639,093 8.9 412,417 4.2 △226,675

負債合計 3,549,017 49.5 3,797,959 38.4 248,942

 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※２ 747,460 10.4 1,535,489 15.5 788,029

Ⅱ　資本剰余金  

(1）資本準備金 909,672 1,697,169  

資本剰余金合計 909,672 12.7 1,697,169 17.1 787,497

Ⅲ　利益剰余金  

(1）利益準備金 5,000 5,000  

(2）任意積立金  

１．別途積立金 1,120,000 1,770,000  

(3）当期未処分利益 837,022 1,094,120  

Ⅳ　利益剰余金合計　 1,962,022 27.4 2,869,120 29.0 907,098

Ⅴ　その他有価証券評価差額
金

1,481 0.0 2,744 0.0 1,263

資本合計 3,620,635 50.5 6,104,523 61.6 2,483,887

負債資本合計 7,169,652 100.0 9,902,482 100.0 2,732,829
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 21,265,807 100.0 29,246,776 100.0 7,980,968

Ⅱ　売上原価  

１．期首商品たな卸高 344,547 488,429  

２．当期商品仕入高 16,517,523 22,956,126  

合計 16,862,070 23,444,555  

３．期末商品たな卸高 488,429 16,373,641 77.0 736,680 22,707,874 77.6 6,334,233

売上総利益 4,892,166 23.0 6,538,901 22.4 1,646,734

Ⅲ　販売費及び一般管理費  

１．広告宣伝費 101,444 130,712  

２．消耗品費 161,419 194,706  

３．貸倒引当金繰入額 25 146  

４．役員報酬 114,528 101,523  

５．給与手当 1,304,705 1,784,978  

６．賞与 75,825 41,084  

７．賞与引当金繰入額 48,509 46,954  

８．福利厚生費 106,777 116,187  

９．水道光熱費 235,316 358,886  

10．賃借料 356,983 601,442  

11．減価償却費 160,911 358,781  

12．リース料 183,365 261,331  

13．その他 558,451 3,408,262 16.0 685,998 4,682,734 16.0 1,274,472

営業利益 1,483,903 7.0 1,856,166 6.4 372,262

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息 2,309 2,562  

２．受取配当金 81 93  

３．受取賃貸料 6,700 7,200  

４．その他 514 9,605 0.0 428 10,284 0.0 679
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前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 11,717 8,898  

２．賃貸費用 8,400 8,400  

３．新株発行費 23,714 15,347  

４．その他 － 43,832 0.2 1,462 34,108 0.1 △9,724

経常利益 1,449,677 6.8 1,832,342 6.3 382,665

Ⅵ　特別利益  

１．固定資産売却益 － － － 252 252 0.0 252

Ⅶ　特別損失  

１．固定資産除却損 ※１ 1,376 －  

２．店舗閉鎖損失 ※２ － 1,376 0.0 14,483 14,483 0.1 13,107

税引前当期純利益 1,448,300 6.8 1,818,110 6.2 369,810

法人税、住民税及び事
業税

748,163 890,047  

法人税等調整額 △64,727 683,436 3.2 △45,834 844,212 2.9 160,776

当期純利益 764,864 3.6 973,898 3.3 209,033

前期繰越利益 72,157 120,222 48,064

当期未処分利益 837,022 1,094,120 257,098
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(3）キャッシュ・フロー計算書

前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純利益 1,448,300 1,818,110 369,810

減価償却費 160,911 358,781 197,870

賞与引当金の増減額（△減少） 7,349 △1,555 △8,904

貸倒引当金の増減額（△減少） △121 90 211

受取利息及び受取配当金 △2,390 △2,656 △266

支払利息 11,717 8,898 △2,819

新株発行費 23,714 15,347 △8,367

長期貸付金の家賃相殺額 11,707 13,531 1,824

長期借入金の家賃相殺額 △207 △2,299 △2,092

有形固定資産除却損 1,376 － △1,376

店舗閉鎖損失 － 10,061 10,061

有形固資産売却益 － △252 △252

売上債権の減少額 13,705 14,187 482

たな卸資産の増加額 △145,815 △248,107
△102,29

2

その他流動資産の増加額 △146,963 △153,455 △6,492

仕入債務の増加額 607,657 402,250
△205,40

6

その他流動負債の増加額 69,229 100,897 31,668

その他固定負債の増加額 35,072 34,109 △963

その他 2,732 2,435 △297

小計 2,097,974 2,370,377 272,403

利息及び配当金の受取額 354 227 △127

利息の支払額 △11,527 △8,171 3,356

法人税等の支払額 △534,509 △900,878
△366,36

9

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,552,291 1,461,554 △90,736
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前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △278,905 △18,402 260,503

定期預金の払戻による収入 554,720 15,600
△539,12

0

投資有価証券の取得による支出 △1,962 － 1,962

有形固定資産の取得による支出 △1,327,308 △1,392,727 △65,419

 　有形固定資産の売却による収入 － 566 566

無形固定資産の取得による支出 △7,969 △20,353 △12,384

差入保証金の払込による支出 △195,448 △264,992 △69,543

差入保証金の回収による収入 150 2,525 2,375

長期貸付けによる支出 △16,635 △97,000 △80,365

その他 △14,725 △11,911 2,814

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,288,085 △1,786,694
△498,60

9

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入れによる収入 237,135 －
△237,13

5

長期借入金の返済による支出 △281,529 △280,784 745

株式の発行による収入 1,433,097 1,560,179 127,082

配当金の支払額 △41,509 △66,668 △25,159

その他 △178 － 178

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,347,015 1,212,726
△134,28

9

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 － －  

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 1,611,222 887,586
△723,63

6

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,174,269 2,785,491
1,611,22

2

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 2,785,491 3,673,078 887,586
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(4）利益処分案

第18期 第19期 対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 837,022 1,094,120 257,098

Ⅱ　利益処分額  

１．配当金 66,800 142,850 76,050

２．任意積立金  

(1）別途積立金 650,000 716,800 800,000 942,850 150,000

Ⅲ　次期繰越利益 120,222 151,270 31,048

 

 １株当たり配当金の内訳

前事業年度 

（自　平成15年６月１日

至　平成16年５月31日）

当事業年度 

（自　平成16年６月１日

至　平成17年５月31日）

 年間  中間  期末  年間  中間  期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

普通（旧）株式 10 0  － 10 0 20 0  － 20 0

（内訳）             

普通配当 10 0  － 10 0 10 0  － 10 0

記念配当  －  －  － 10 0  － 10 0

 普通（新）株式 10 0  － 10 0 20 0  － 20 0

（内訳）             

普通配当 10 0  － 10 0 10 0  － 10 0

記念配当  －  －  － 10 0  － 10 0
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

小売部門

売価還元法による低価法

ただし、生鮮品は最終仕入原価法

による原価法

(1）商品

同左

卸売部門

総平均法による原価法

(2）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

(2）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物　　　　　15～34年

構築物　　　　10～20年

工具器具備品　 3～20年

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

(2）無形固定資産

ソフトウェア

同左

その他の無形固定資産

定額法

その他の無形固定資産

同左

(3）長期前払費用

定額法

(3）長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

４．繰延資産の処理方法 新株発行費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

平成15年12月16日付一般募集による新株

式の発行は、引受証券会社が引受価額で

引受を行い、これを引受価額と異なる発

行価格で一般投資家に販売する買取引受

契約（「新方式」という。）によってお

ります。「新方式」では、発行価格と引

受価額との差額は、引受証券会社の手取

金であり、引受証券会社に対する事実上

の引受手数料となることから、当社から

引受証券会社への引受手数料の支払いは

ありません。

平成15年12月16日付一般募集による新株

式の発行に際し、発行価格と引受価額の

差額総額は83,160千円であり、引受証券

会社が発行価格で引受を行い、同一の価

額で一般投資家に販売する買取引受契約

（「従来方式」という。）による新株式

発行であれば、新株発行費として処理さ

れていたものであります。

このため「新方式」では、「従来方式」

に比べ、新株発行費は83,160千円少なく

計上され、また経常利益及び税引前当期

純利益は同額多く計上されています。

新株発行費

同左

 

平成16年8月5日付一般募集による新株式

の発行は、引受証券会社が引受価額で引

受を行い、これを引受価額と異なる発行

価格で一般投資家に販売する買取引受契

約（「新方式」という。）によっており

ます。「新方式」では、発行価格と引受

価額との差額は、引受証券会社の手取金

であり、引受証券会社に対する事実上の

引受手数料となることから、当社から引

受証券会社への引受手数料の支払はあり

ません。

 平成16年8月5日付一般募集による新株

式の発行に際し、発行価格と引受価額の

差額総額は83,125千円であり、引受証券

会社が発行価格で引受を行い、同一の価

額で一般一般投資家に販売する買取引受

契約（「従来方式」という。）による新

株式発行であれば、新株式発行費として

処理されていたものであります。

このため「新方式」では、「従来方式」

に比べ、新株発行費は83,125千円少なく

計上され、また経常利益及び税引前当期

純利益は同額多く計上されています。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支

給見込額に基づく当期負担額を計上して

おります。

(2）賞与引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

３か月以内の定期預金からなっております。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成16年５月31日）

当事業年度
（平成17年５月31日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産

建物 263,967千円

土地 566,380

計 830,347

建物       238,210千円

土地 566,380

計 804,590

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

長期借入金 447,000千円 長期借入金       345,000千円

　なお、長期借入金には１年内返済予定長期借入金を

含んでおります。

　なお、長期借入金には１年内返済予定長期借入金を

含んでおります。

※２．会社が発行する株式の総数 ※２．会社が発行する株式の総数

普通株式 21,800,000株 普通株式 21,800,000株

発行済株式の総数 発行済株式の総数

普通株式 6,680,000株 普通株式       7,142,500株

３．配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は1,481千円であり

ます。

３．配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は2,744千円であり

ます。

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成15年６月１日

至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

※１．固定資産除却損の内訳 ※１．固定資産除却損の内訳

建物 695千円

構築物 680

 

──────

※２．店舗閉鎖損失の内訳 ※２．店舗閉鎖損失の内訳

──────

建物    8,727千円

構築物 887

工具器具備品 448

リース解約損失 3,005

現状復旧費用 1,290

その他 126
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,064,397千円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △278,905

現金及び現金同等物 2,785,491

現金及び預金勘定 3,954,786千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △281,707

現金及び現金同等物 3,673,078

（当期中に発行済株式数の増加）

前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

  ①平成15年5月12日開催取締役会決議に基づく、平成

    15年6月1日を払込期日とした第三者割当増資

 発行株式数　　　　　　　20株

 発行価格　　　　　　　　400,000円

 資本組入額　　　　　　　200,000円

 発行株式数　　　　　　　40株

 発行価格　　　　　　　　280,000円

 資本組入額　　　　　　　140,000円

  ②平成15年7月5日開催取締役会決議に基づく、平成

　  15年9月18日付の株式分割（1：1,000）による新株式

　　の発行

  発行株式数　　　　　　 5,444,550株

  ③平成15年11月11日開催取締役会決議に基づく、平

　　成15年12月16日を払込期日とした公募増資

  発行株式数　　　　　　 1,100,000株

  発行価格　　　　　　 　1,260円

  資本組入額　　　     　510円

 ④平成15年11月11日開催取締役会決議に基づく、平成

　 16年1月15日を払込期日とした第三者割当増資

 発行株式数　　　　　　　130,000株

 発行価格　　　　　　 　 1,184円40銭

 資本組入額　　　　　　　510円

 ①平成16年7月12日開催取締役会決議に基づく、平成

   16年8月4日を払込期日とした公募増資

 発行株式数　　　　　　　350,000株

 発行価格　　　　　　　　4,560円

 資本組入額　　　　　　　2,162円

 ②平成16年7月12日開催取締役会決議に基づく、平成

　 16年8月31日を払込期日とした第三者割当増資

 発行株式数　　　　　　　4,500株

 発行価格　　　　　　　　4,322円50銭

 資本組入額　　　　　　　2,162円

 ③平成14年12月9日開催臨時株主総会決議 により発行

　 した新株予約権の内、当期中の新株予約権権利行使

   による108,000株の新株式の発行

 発行株式数　　　　　　　108,000株

 発行価格　　　　　　　　400円

 資本組入額　　　　　　　200円
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①　リース取引

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

②　有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前事業年度（平成16年５月31日） 当事業年度（平成17年５月31日）

取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの

(1）株式 12,840 15,327 2,486 12,840 17,449 4,608

(2）債券

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 12,840 15,327 2,486 12,840 17,449 4,608

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 － － － － － －

(2）債券

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

合計 12,840 15,327 2,486 12,840 17,449 4,608

③　デリバティブ取引

前事業年度（自　平成15年６月１日　至　平成16年５月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

当事業年度（自　平成16年６月１日　至　平成17年５月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

④　退職給付

前事業年度（自　平成15年６月１日　至　平成16年５月31日）

　当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。

当事業年度（自　平成16年６月１日　至　平成17年５月31日）

　当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。
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⑤　税効果会計

前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

賞与引当金 19,617千円

未払賞与 15,725

未払事業税 39,213

減価償却費 38,722

その他 19,043

繰延税金資産合計 132,322

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,005

繰延税金負債合計 △1,005

繰延税金資産の純額 131,316

繰延税金資産

賞与引当金  18,988千円

未払事業税 34,566

減価償却費 90,929

その他 33,672

繰延税金資産合計 178,156

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,863

繰延税金負債合計 △1,863

繰延税金資産の純額 176,293

繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。

繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。

流動資産－繰延税金資産 80,463千円

固定資産－繰延税金資産 50,852

流動資産－繰延税金資産  71,008千円

固定資産－繰延税金資産 105,284

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 41.7％

（調整）

留保金額に対する税額 5.3

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.2

法定実効税率 　40.4％

（調整）

留保金額に対する税額 4.8

住民税均等割 0.8

その他 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.4

⑥　持分法損益等

前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

該当事項はありません。 同左
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⑦　関連当事者との取引

前事業年度（自平成15年６月１日　至平成16年５月31日）

(1）役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 大賀昭司 － －
当社代表

取締役社長

(被所有)

直接49.2
－ －

不動産賃借

被保証
－ － －

　（注）　当社代表取締役社長大賀昭司より一部の店舗賃借契約について保証を受けております。なお、保証料の支払い

は行っておりません。

当事業年度（自平成16年６月１日　至平成17年５月31日）

(1）役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 大賀昭司 － －
当社代表

取締役社長

(被所有)

直接45.0
－ －

不動産賃借

被保証
－ － －

　（注）　当社代表取締役社長大賀昭司より一部の店舗賃借契約について保証を受けております。なお、保証料の支払い

は行っておりません。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

１．平成16年７月12日開催の取締役会の決議に基づき、次

のとおり新株式を発行しております。

(1）募集方法　　　一般募集（ブックビルディング方式

による募集）

(2）発行新株式数　普通株式　350,000株

(3）発行価格　　　１株につき4,560円

一般募集はこの価格にて行いました。

(4）発行価額　　　１株につき4,322円50銭

（資本組入額2,162円）

この価額は当社が引受人より１株当たりの株式払込

金として受取った金額であります。

なお、発行価格と発行価額との差額の総額は、引受

人の手取金となります。

(5）発行価額の総額　　1,512,875千円

(6）資本組入額の総額　　756,700千円

(7）払込期日　　　平成16年８月４日

(8）配当起算日　　平成16年６月１日

(9）資金の使途　　出店資金

──────

２．平成16年７月12日開催の取締役会において、オーバー

アロットメントによる当社株式の売出し（野村證券株

式会社が当社株主から50,000株を上限として借入れる

当社普通株式の売出し）に関連して、第三者割当増資

（以下「本件第三者割当増資」という。）を行うこと

を決議しております。ただし、当該オーバーアロット

メントによる売出しの売出株式数が需要状況により減

少し又は売出しそのものが全く行われない場合があり

ます。また、野村證券株式会社が、シンジケートカ

バー取引又は安定操作取引を行う場合、当該取引によ

り買付けた当社株式の全部又は一部を、当該借入れた

株式の返却に充当する場合があります。そのため、本

件第三者割当増資における発行数の全部又は一部につ

き申込みが行われず、その結果、失権により本件第三

者割当増資における最終的な発行数がその限度で減少

し、又は発行そのものが全く行われない場合がありま

す。

(1）発行新株式数　普通株式　50,000株

(2）発行価格　　　１株につき4,322円50銭

(3）発行価額　　　１株につき4,322円50銭

（資本組入額　2,162円）

(4）発行価額の総額　　216,125千円

(5）資本組入額の総額　108,100千円

(6）払込期日　　　平成16年８月31日

(7）配当起算日　　平成16年６月１日

(8）割当先及び株式数　　野村證券株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　50,000株

(9）資金の使途　　出店資金
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６．事業部門別販売実績

前事業年度
（自　平成15年６月１日
至　平成16年５月31日）

当事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

実績（千円） 百分比（％） 実績（千円） 百分比（％）

一般食品 13,289,396 62.5 18,440,968 63.0

生鮮品 6,625,826 31.2 9,027,271 30.9

雑貨等 853,844 4.0 1,261,990 4.3

小売部門小計 20,769,066 97.7 28,730,230 98.2

卸売部門 257,783 1.2 118,149 0.4

その他 238,958 1.1 398,396 1.4

合計 21,265,807 100.0 29,246,776 100.0

 （注）その他は、テナント家賃収入及び発注処理事務手数料であります。
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７．役員の異動
 1．新任監査役候補

 常勤監査役　　　　　　　　　　　　竹内　建雄
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